
 
●茨城県建築基準法等施行細則 

新 旧 

(確認の申請書の添付書類 ) 

第 3 条  法第 6 条第 1 項 (法第 87 条第 1 項，

法第 87 条の 4 又は法第 88 条第 1 項若しく

は第 2 項において準用する場合を含む。)の

規定による確認 (以下「確認」という。 )の

申請書には，当該確認の申請書に係る建築

物又は工作物 (以下「建築物等」という。 )

が次の表の左欄に掲げるものであるとき

は，同表の右欄に掲げる事項を明示した同

表の中欄に掲げる図書を添えなければなら

ない。 

 

(特定建築設備等の定期報告 ) 

第 6 条  略  

2 略  

(1)  略  

ア  エレベーター等の設置者又は築造主が法

第 7 条第 5 項 (法第 87 条の 4 又は法第 88 条

第 1 項において準用する場合を含む。次号

において同じ。)の規定による検査済証の交

付を受けた日 (以下この号において「交付

日」という。)が，平成 5 年 12 月 31 日以前

の場合  毎年 3 月 30 日  

 

(条例第 16 条ただし書の規則で定める建築物 ) 

第 8 条の 3 条例第 16 条ただし書の規則で定

める建築物は，建築基準法第 27 条第 1 項に

規定する特殊建築物の主要構造部の構造方

法等を定める件 (平成 27 年国土交通省告示

第 255 号 )第 1 第 1 項第 3 号又は第 8 項に規

定する構造方法を用いる建築物とする。 

 

(建築物等の許可申請に係る添付図書等) 

第12条 略 

図書の種類 明示すべき事項 備考 

1 略   

2 断面図 縮尺，床の高さ，

各階の天井の高

さ，軒及びひさ

しの出並びに軒

法第43条第2項第

2号  ，法第55

条第3項各号又は

法第56条の2第1

(確認の申請書の添付書類 ) 

第 3 条  法第 6 条第 1 項 (法第 87 条第 1 項，

法第 87 条の 2 又は法第 88 条第 1 項若しく

は第 2 項において準用する場合を含む。)の

規定による確認 (以下「確認」という。 )の

申請書には，当該確認の申請書に係る建築

物又は工作物 (以下「建築物等」という。 )

が次の表の左欄に掲げるものであるとき

は，同表の右欄に掲げる事項を明示した同

表の中欄に掲げる図書を添えなければなら

ない。 

 

(特定建築設備等の定期報告 ) 

第 6 条  略  

2 略  

(1)  略  

ア  エレベーター等の設置者又は築造主が法

第 7 条第 5 項 (法第 87 条の 2 又は法第 88 条

第 1 項において準用する場合を含む。次号

において同じ。)の規定による検査済証の交

付を受けた日 (以下この号において「交付

日」という。)が，平成 5 年 12 月 31 日以前

の場合  毎年 3 月 30 日  

 

(条例第 16 条ただし書の規則で定める建築物) 

第 8 条の 3 条例第 16 条ただし書の規則で定

める建築物は，建築基準法第 27 条第 1 項に

規定する特殊建築物の主要構造部の構造方

法等を定める件 (平成 27 年国土交通省告示

第 255 号 )第 1 第 1 項第 2 号又は第 2 項に規

定する構造方法を用いる建築物とする。 

 

(建築物等の許可申請に係る添付図書等) 

第12条 略 

図書の種類 明示すべき事項 備考 

1 略   

2 断面図 縮尺，床の高さ，

各階の天井の高

さ，軒及びひさ

しの出並びに軒

法第43条第1項た

だし書，法第55

条第3項各号又は

法第56条の2第1



の高さ及び建築

物の高さ 

項ただし書の許

可を受けようと

するときに限る。 

3 略   

4 略   

5 工場調書

(様式第1

号) 

 工場の用途に供

する建築物に係

る法第48条第1項

から第11項まで

の各項のただし

書の許可を受け

ようとするとき

に限る。 

 

(建蔽率の緩和 ) 

第 13 条  法第 53 条第 3 項第 2 号の規定によ

り知事が指定する敷地は，その外周の長さ

の 3 分の 1 以上が道路又は道に接するもの

であつて，次の各号に掲げるものとする。 

 

(建築物の認定申請に係る添付図書等 ) 

第 13 条の 2 略  

2 次の表の左欄に掲げる法，政令又は条例の

規定による建築物の認定を受けようとする

者は，建築物認定申請書(様式第 11 号 )に，

同表の右欄に掲げる図書を添えて，知事に

申請しなければならない。  

法第 3 条第 1 項第 4

号，法第 42 条第 2 項，

法第 43 条第 2 項第 1

号，政令第 115 条の 2

第 1 項第 4 号ただし

書  

第 12 条第 1 項の表

の 1 の項及び 2 の項

に掲げる図書 

条例第 3 条ただし書，

条例第 4 条ただし書，

条例第 7 条ただし書，

条 例 第 12 条 た だ し

書，条例第 21 条第 2

項第 2 号，条例第 24

条の 2 第 2 項第 4 号，

条例第 24 条の 2 第 3

項，条例第 25 条ただ

し書，条例第 34 条第

第 12 条第 1 項の表

の 1 の 項 に 掲 げ る

図書 

の高さ及び建築

物の高さ 

項ただし書の許

可を受けようと

するときに限る。 

3 略   

4 略   

5 工場調書

(様式第1

号) 

 工場の用途に供

する建築物に係

る法第48条第1項

から第10項まで

の各項のただし

書の許可を受け

ようとするとき

に限る。 

 

(建ぺい率の緩和) 

第 13 条  法第 53 条第 3 項第 2 号の規定によ

り知事が指定する敷地は，その外周の長さ

の 3 分の 1 以上が道路又は道に接するもの

であつて，次の各号に掲げるものとする。 

 

(建築物の認定申請に係る添付図書等 ) 

第 13 条の 2 略  

2 次の表の左欄に掲げる法，政令又は条例の

規定による建築物の認 定を受けようとする

者は，建築物認定申請書(様式第 11 号 )に，

同表の右欄に掲げる図 書を添えて，知事に

申請しなければならない。  

法第 3 条第 1 項第 4

号，法第 42 条第 2 項  

          

 ，政令第 115 条の 2

第 1 項第 4 号ただし

書  

第 12 条第 1 項の表

の 1 の項及び 2 の項

に掲げる図書 

条例第 3 条ただし書，

条例第 4 条ただし書，

条例第 7 条ただし書，

条 例 第 12 条 た だ し

書，条例第 21 条第 2

項第 2 号，条例第 24

条の 2 第 2 項第 4 号，

条例第 24 条の 2 第 3

項，条例第 25 条ただ

し書，条例第 34 条第

第 12 条第 1 項の表

の 1 の 項 に 掲 げ る

図書 



2 項，条例第 46 条，

条例第 46 条の 5 第 1

項 た だ し 書 ， 条 例 第

46 条の 5 第 2 項  

3 略  

 

(全体計画の認定の申請書の添付書類 ) 

第 16 条の 2 第 3 条の規定は，法第 86 条の 8

第 1 項及び法第 87 条の 2 第 1 項の規定に

よ る 全 体 計 画 の 認 定 の 申 請 書 に 係 る 書 類

の添付について準用する。この場合におい

て，第 3 条中「法第 6 条第 1 項 (法第 87 条

第 1 項，法第 87 条の 4 又は法第 88 条第 1

項若しくは第 2 項において準用する場合を

含む。)の規定による確認 (以下「確認」と

いう。 )」とあるのは「法第 86 条の 8 第 1

項又は法第 87 条の 2 第 1 項の規定による

全 体計 画の 認定 (以 下「全 体計 画の 認定 」

と いう 。 )」と ，「 当該確 認の 申請 書に 係

る 建築 物又 は工作 物 (以下 「建 築物 等」 と

い う。 )」 とあ るの は「当 該全 体計 画の 認

定の申請書に係る建築物」と読み替えるも

のとする。 

２  略  

 

（条例第46条の5第1項ただし書の規則で定める基準） 

第 17 条  条例第 46 条の 5 第 1 項ただし書の

規則で定める基準は，次のとおりとする。 

(1) 条例第 46 条の 4 第 1 項第 1 号の区域にあ

つては，次のいずれかに該当すること。 

 ア  県が行う急傾斜地の崩壊を防止するた

めの工事が完了した区 域内に建築するも

のであること。 

 イ  アに掲げるもののほか，これと同等以上の安全

性を確保できるものであること。 

(2) 条例第 46 条の 4 第 1 項第 2 号の区域にあ

つては，次のいずれかに該当すること。 

ア  地盤面の高さが出水による建築物の被害を軽減

することができる水位として当該区域ごとに知事

が定める水位（以下「基準水位」という。）以上で

あること。 

イ 建築物の基礎が鉄筋コンクリート造であつて，当

該基礎の上端の高さが基準水位以上であること。 

2 項，条例第 46 条，

条例第 46 条の 5 ただ

し書         

        

3 略  

 

(全体計画の認定の申請書の添付書類 ) 

第 16 条の 2 第 3 条の規定は，法第 86 条の  

  8 第 1 項             の規定

に よ る 全 体 計 画 の 認 定 の 申 請 書 に 係 る 書

類の添付について準用する。この場合にお

いて，第 3 条中「法第 6 条第 1 項 (法第 87

条第 1 項，法第 87 条の 2 又は法第 88 条第

1 項若しくは第 2 項において準用する場合

を含む。 )の規定による確認 (以下「確認」

という。)」とあるのは「法第 86 条の 8 第

1 項             の規定によ

る全体計画の認定 (以下「全体計画の認定」

と いう 。 )」と ，「 当該確 認の 申請 書に 係

る 建築 物又 は工作 物 (以下 「建 築物 等」 と

い う。 )」 とあ るの は「当 該全 体計 画の 認

定の申請書に係る建築物」と読み替えるも

のとする。 

２  略  

 

 

第 17 条  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ウ 建築物の主要構造部（屋根及び階段を除く。）が

鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造

であつて，当該建築物の就寝の用に供する居室が基

準水位以下に設けられていないこと。 

エ アからウまでに掲げるもののほか，これらと同等

以上の安全性を確保できるものであること。 

 

（条例第 46 条の５第２項の規則で定める建築物） 

第 18 条  条例第 46 条の 5 第 2 項の規則で定

める建築物は，次の各号に掲げるものとす

る。 

(1) 病院，診療所（患者の収容施設があるも

のに限る。），ホテル，旅館，児童福祉施

設 等 （ 入 所 す る 者 の 寝 室 が あ る も の に 限

る。）その他これらに類するもの 

(2) 国 及 び 地 方 公 共 団 体 の 行 政 機 関 の 庁 舎

（ 災 害 時 に お い て 災 害 応 急 対 策 の 拠 点 と し

て機能するものに限る。），警察署，保健所，

消防署，汚物処理場その他これらに類するも

の  

 

（条例第 46 条の５第２項の規則で定める基準） 

第 18 条の 2 条例第 46 条の 5 第 2 項の規則で

定める基準は，次のとおりとする。 

(1)地盤面の高さが基準水位以下であること。 

(2)建築物の基礎が鉄筋コンクリート造であつて，当該

基礎の上端の高さが基準水位以上であること。 

(3)建築物の主要構造部（屋根及び階段を除く。）が鉄筋

コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造であつ

て，当該建築物の用途に供する居室（前条第 2 号の

建築物にあつては，当該建築物の主たる用途に供す

る室）が基準水位以下に設けられていないこと。 

(4)前３号に掲げるもののほか，これらと同等以上の安

全性を確保できるものであること。 

 

（条例第 46 条の 5第 3項の規則で定める建築物） 

第 18 条の 3 条例第 46 条の 5 第 3 項の規則で

定める建築物は，国及び地方公共団体の行政

機関の庁舎（災害時において災害応急対策

の拠点として機能するものに限る。），警

察署，保健所，消防署，汚物処理場その他

これらに類するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 18 条  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 


